
子ども虐待からみた子どもの権利



子ども虐待とは

弱者としての子ども、強者としての大人という権力構造を
背景とした子どもへの重大な権利侵害

守るべき大人（年長者）からの権利侵害で、重篤な影響を及ぼす
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身体的虐待…身体・生命の安全が保障されるの権利侵害

ネグレクト…必要なケアを受ける権利の侵害

性的虐待…性的な安全と選択が保障されるの権利侵害

心理的虐待…心理的安全と発達が保障されるの権利侵害



国連子どもの権利条約～子どもが権利の主体～

一般原則

・生命、生存及び発達に対する権利（命を守られ成長できること）

・子どもの最善の利益（子どもにとって最もよいこと）

・子どもの意見の尊重（意見を表明し参加できること）

・差別の禁止（差別のないこと）

第44回国連総会1989年に採択され、日本は1994年に批准した



子どもの権利～子どもの権利条約前文～
国際連合が、世界人権宣言において、児童は特別な保護及び援助についての権利を享有することがで

きることを宣明したことを想起し、

家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族のすべての構成員特に児童の成長及び福祉のための
自然な環境として、社会においてその責任を十分に引き受けることができるよう必要な保護及び援助を与え
られるべきであることを確信し、

児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発達のため、家庭環境の下で幸福、愛情及び理解のある
雰囲気の中で成長すべきであることを認め、

・・・・

児童の権利に関する宣言において示されているとおり「児童は、身体的及び精神的に未熟であるため、そ
の出生の前後において、適当な法的保護を含む特別な保護及び世話を必要とする。」ことに留意し、

⇒大人の人権に加え、子どもは適切なケアを受けることでその発達が保
障される権利を有している
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子どもの権利
条約批准

児童虐待の防止
等に関する法律

いじめ防止対策推進法

子どもの貧困対策推進
に関する法律

子どもの権利条約批准時には国内の子どもの権利侵害に気づかなかった
⇒そのために、国内法が整備されなかった。
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･障害者の基本的人権の尊重
・障害者の自立及び社会参加の支援等のため
の施策を総合的かつ計画的に推進
・国･地方公共団体･国民の責務
・障害者基本計画の作成（国･都道府県･市町
村）
・予算の確保、関連法案の整備
・障害者政策委員会の設置（条約のモニタリ
ング、国へ勧告等）
・年次報告（障害者白書）を国会へ提出
・都道府県・政令指定都市に審議会設置義務

障害者基本法

･男女の人権の尊重
・男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的
に推進
・国･地方公共団体･国民の責務
・男女共同基本計画の作成（国･都道府県）
・法制上、財政上の措置
・男女共同参画会議の設置（関係行政機関の調
整、調査）
・年次報告（男女共同参画白書）を国会へ提出

男女共同参画社会基本法
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子どもの権利

憲法

障害者権利条約 女子差別撤廃条約 子どもの権利条約
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・こどもの権利の尊重
・親の責任および国･地方公共団体の責務
・こどもの権利に関する普及啓発
・こどもの権利に関する国際協力
・市民社会との協働
・こどもの権利計画の策定（国･都道府県）
・法制上、財政上の措置
・こどもコミッショナーの設置

こども基本法

※子どもの権利については基本法が存在していない
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日本財団作成を
一部改変



児童福祉法 H28年（条約批准から21年）改正

• 第一章 総則

• 第一条 全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、
その生活を保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並
びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される権利を有する。

• 第二条 全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野にお
いて、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先
して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう努めなければならない。

• ② 児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責任を負
う。

• ③ 国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責
任を負う。

• 第三条 前二条に規定するところは、児童の福祉を保障するための原理であり、この原理
は、すべて児童に関する法令の施行にあたつて、常に尊重されなければならない。 7





子どもの権利を基盤にすることでの変化

子どもの命を助ける 子どもの権利を守る

• 親から分離して命を助ける
• 行政だけで分離が可能
• 分離できないと手立てが少ない
• 保護した後は「命が助かったのだから良い」
• 学校に行けなくても、家庭が与えられなくて
も、一時保護所や施設に入れるだけでおしま
い

• 子どもの声は重視されない
• ケア・治療がなされていない

• 分離せず子どもが家庭で暮らせるよう支援
• 親子分離に関する司法関与
• 分離した子どもの権利を第一に考える
• 一時保護も長期分離もできるだけ家庭（里親等）で
• 一時保護所での権利擁護がガイドラインに含まれた
• 子どもの声を聴く（アドボケイト）制度の発足
• 子どもの権利擁護の制度の発足
• ケアニーズに応じた措置費制度の検討

児福法H28年改正

第一条に「子どもが権利の主体」



福祉分野での「子どもの声」を聴くことの推進

• 亡くなった子どもの声を聴く⇒重大事例検証

国での検証⇒都道府県での検証

• 子どもの声を聴く⇒アドボケイト制度

• 子どもの権利擁護機能⇒児童福祉審議会を使って、福祉分野に特化した権
利擁護機関としての機能を持たせる

• 都道府県社会的養育推進計画

当事者（子どもや社会的養育出身者）の意見を聞くこと

子どもの福祉分野では制度としては進んできている。各現
場が追い付くかどうか・・・。

子どもの福祉分野以外では？


